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信用金庫における積極的融資阻害要因についての一考察
前 田　絵　美＊
要 旨
　東日本大震災から 5 年経った現在も，被災地の多くでは人口流出が進み，復興のためには地域の企業・
産業を活性化させ，雇用を確保することが欠かせない．このような現状の中で，信用金庫には，地域の
中小企業への融資などを通じて，積極的に地域に貢献する役割が期待される．信用金庫が積極的な融資
を阻むものがあるとすれば，それはどのような要因が考えられるか．本稿は，信用金庫など協同組織金
融機関の重要性についての，これまでの議論経緯を概観した上で（Ⅱ），「信用金庫法」，「金融検査マニ
ュアル」，「金融機関職員に対するアンケート結果」という，主に 3 つの観点から若干の検討を試みるも
のである．第一に，信用金庫の根拠法である「信用金庫法」については，Ⅱの経緯を裏付けるものであ
るのかどうかを検討する（Ⅲ）．第二に，中小企業への融資において重要とされる「金融検査マニュア
ル」について，制定・改訂経緯，および記載内容から，「金融検査マニュアル」が，信用金庫から地域中
小企業への融資を阻害する性質を持つものなのかどうかを検討する（Ⅳ）．第三に，信用金庫などの地域
金融機関の取り組みが十分に進まない要因を，金融機関職員へのアンケート結果から導き，地域金融機
関の経営体質・人事評価態勢について問題が残ると指摘する研究を紹介する（Ⅴ）．以上を踏まえて，私
見としては，地域金融機関の経営体質・人事評価態勢に問題があるとする意見には説得力があり，信用
金庫における積極的融資の阻害要因の一つとして有力であることを示す．本稿の検討は不十分なもので
はあるが，今後の「復興」に役立つ法律学の実践へと繫げる．
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Ⅰ は じ め に
　東日本大震災から 5 年が経った．しかし，被災地の多
くでは，一層の人口流出が進んでいる．地域の空洞化を
止め，地域を活性化させるためには，地域の人々の手に
仕事を取り戻すことが必要であり，復興には生活再建と
同時に，地域の企業・産業による雇用を確保することが
欠かせない．地方圏においては，大震災以前から，地域
の人口減少や高齢化が地域経済の下押し圧力となること
が指摘される中，地域金融機関には，地域の企業・産業
の活力向上支援を行い，地域経済の活性化・下支えとし
て貢献することが要求されてきた1）．なかでも，会員の
出資による協同組織形態をとる金融機関（以下，「協同組
織金融機関」という．）である信用金庫は，「中小企業，
農林漁業者及び個人など，一般の金融機関から融資を受
けにくい立場にある者が構成員となり，相互扶助の理念
に基づき，これらの者が必要とする資金の融通を受けら
れるようにすることを目的として創立された」非営利法
人であることから2），3），地域の中小企業を支えていく機
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能を担う．地域経済の格差が指摘される今日において，
信用金庫は，中小企業への資金提供などを通じて4），積
極的に貢献していくことが重要である．信用金庫の積極
的な融資活動を阻むものがあるとすれば，それを取り払
うことが，地域の企業・産業の復興や雇用の創出に繫が
ると考える．
　本稿（以下同じ．）では，第一に，信用金庫の置かれた
状況を探るため，信用金庫を含む協同組織金融機関をめ
ぐる経緯を概観する（Ⅱ）．
　第二に，信用金庫の根拠法である「信用金庫法」の条
文が，Ⅱの経緯を裏付けるものなのかどうか検討し，地
域中小企業に対する融資を消極化する要因は説明できな
いことを示す（Ⅲ）．
　第三に，金融政策面において，中小企業に対する融資
判断について重要とされる「金融検査マニュアル」に着
目し，「金融検査マニュアル」の制定・改訂の経緯から，
「金融検査マニュアル」は，金融機関が地域中小企業に対
する融資を阻害する性質を持つものなのかを検討する
（Ⅳ）．
　第四に，地域金融機関の取り組みが十分に進まない要
因について，金融機関職員に対するアンケート結果から，
金融機関の経営体質や人事評価について問題が残ること
を指摘する意見を紹介する（Ⅴ）．
　最後に，主に 3 つの視点から検討を行った結果，私見
としては，人事評価などの経営体質に問題があるとする
意見に説得力があることを示す．そして，信用金庫が独
自の強みを活かし，銀行との差別化を図る必要性がある
ことを指摘した上で，今後の展望へと繫げる（Ⅵ）．
Ⅱ 協同組織金融機関の存在意義
　信用金庫などの協同組織金融機関の重要性は，金融制
度調査会において「中小企業専門性」にあることが何度
も強調されている5）．
　1967年の金融制度調査会答申「中小企業金融制度のあ
り方」では，（1）中小企業への資金の安定的供給の必要
性（都市銀行等は景気に左右され，安定性の面で問題が
ある．），（2）中小企業に適した金融であること（専門性
を持たない金融機関が中小企業の一般的性格を十分理解
し，その経営内容の熟知・経営アドバイスなどを行いな
がら金融サービスを提供することには無理がある．），（3）
わが国の特殊性（（3a）中小企業が経済全体に占める比
重が高い6），（3b）中小企業には長期安定資金供給が必要
である，（3c）資金調達における金融機関への依存度が
高い．）などの点が示された．
　1980年の金融制度調査会答申「中小企業金融専門機関
等のあり方と制度の改正について」では，中小企業への
資金の安定的供給・多様性に対応し，地域経済に密着し
た活動が可能である点などから，中小企業金融専門の機
関の必要性が示され，1989年の金融制度調査会金融制度
第一委員会中間報告「協同組織形態の金融機関のあり方
について」では，協同組織形態の金融機関は「（4）地縁・
人縁を基盤としていることから，利用者である会員・組
合員のニーズの把握が容易であり，……利用者ニーズに
即したきめ細やかな金融サービスの提供が可能」である
こと，（5）借り手（会員）と貸し手（金融機関）に強い
密着性・連帯が存在し，長期的な観点から幅広い与信判
断が期待されることなどが挙げられている．
　2009年の協同組織形態の金融機関のあり方に関するワ
ーキング・グループ「中間論点整理報告書」では，さら
に，協同組織金融機関の強みを発揮するには，（6）中小
企業金融機能（きめ細やかな金融機能の発揮のため，事
業計画書の作成支援や助言など，貸出に付加した金融サ
ービスの提供．），（7）中小企業再生支援機能（業種・地
域の実情を踏まえた再生支援．），（8）生活基盤支援機能
（業績不振の中小企業経営者などへのきめ細かい対応な
ど．），（9）地域金融支援機能（地域再生への積極的な関
わり．），（10）コンサルティング機能，といった機能を果
たすことが期待されるとする．
　しかし，中小企業金融の専門金融機関としての重要性
が強調される一方，協同組織金融機関をめぐる状況の変
化の中で，協同組織金融機関が担う役割を十分に果たせ
ていないのではないか，という問題意識も存在する．上
記の「中間論点整理報告書」では，「過去20年の推移をみ
ると，協同組織金融機関の資産と負債の構成については，
預貸率の低下や預証率の上昇がみられ」，「中小企業専門
金融機関として，協同組織金融機関の本来的な目利きが
必要とされる製造業や卸・小売業向けの貸し出しがむし
ろ減少して」おり，「地域への資金還元が十分に行われて
いない，貸出実態が協同組織金融機関の理念から遠ざか
っている」との指摘がある．また，「小規模の事業者や消
費者のうち，比較的リスクが高い層に対する使い勝手の
よい金融サービスが手薄である」とも言われている．そ
の内実はどのようなものか．
　高度成長期の日本では，資金需要の大きな大企業を中
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心とした経済政策をとっていた．中小企業が運転資金を
融資に頼る状況にありながら，銀行は自己資本の少ない
中小企業よりも大企業への融資を優先し，中小企業への
貸付が行われるとしても，高金利や見返り預金などを条
件としていた．そのため，当時の中小企業は，協同組織
金融機関を頼っていた．ところが，高度経済成長期が終
わると（安定期），日本の大企業は自己資金で経営を行
い，さらに金融の国際化・自由化が進むと，資金調達を
海外から行うようになる．その結果，日本の銀行は，従
来，信用金庫の取り扱い分野であった優良中小企業のニ
ーズを吸い上げ7），銀行によりリスクが大きいと判断し
た中小企業を，協同組織金融機関が扱うこととなったと
考えられる．
　信用金庫には，今儲けている企業からの返済を，これ
から融資を必要とする企業へ回すことや，低リスク企業
の金利で高リスク企業の金利負担をカバーすることなど
（リスク・シェアリング）が必要である．しかし，信用金
庫から上位中小企業への融資を行うことが困難な状況に
あれば，信用金庫は自己資本を確保しつつ，会員らの預
貯金に頼って地域を支えなければならないという，かな
り高度な経営を迫られる．信用金庫がビジネス・マッチ
ングなどの中小企業支援に力を入れるのは，事前に経営
の状況を把握・相談し，地元の企業を「融資が可能な状
況」へと成長をさせるための努力である．
　こうした状況が，被災地をはじめとする地域経済にお
ける協同組織金融機関の困難として示されることは理解
できる．しかしながら，この経緯を「可逆的」とみなす
こと，また，それを理由として拱手し続けることは，地
域経済の現状を想い起こすまでもなく，端的に妥当でな
い．以下では，この困難に立ち向かう信用金庫の「攻め
の姿勢」を思い留まらせる事情はあるか，あるとすれば
それは何かを検討する．
Ⅲ 「信用金庫法」からの検討
　信用金庫は，元々，「産業組合法」（1900年制定）によ
り信用組合として誕生したものであるが，内容は農村部
の事業を中心として考えられたものであり，都市部の中
小商工業者からの反発が強かった．そのため，「産業組合
法」の改正（1931年）を経て，産業組合法から独立した
「市街地信用組合法」が1943年に制定された．「市街地信
用組合法」は，「信用金庫法」の原型となるものであり，
協同組合としての閉鎖性8），および，会員外からの預金
を受け入れ可能とする金融機関としての開放性の二つの
側面を持つ組織となった9）．1949年には「中小企業等協
同組合法」が制定されたが，中小企業への支援をより強
調した金融機関の設立が望まれ，1951年に「信用金庫法」
が公布・施行された10）．この「信用金庫法」の制定によ
り，信用金庫は，（1）預金または定期積金の受入れ，（2）
会員に対する資金の貸付け，（3）会員のためにする手形
の割引，（4）為替取引などを行うことのできる協同組織
金融機関（協同組合組織形態をとる預金取扱金融機関）
となった11）．しかし，1968年の「金融機関の合併及び転
換に関する法律」の制定により，信用金庫は新設が認め
られない事態が生じる．その後の信用金庫数は，減少傾
向を辿り，一信用金庫あたりが抱える預金貸出額が増大
したことによって，信用金庫は，金融政策において銀行
と同じ枠組みに取り込まれることとなった12）．
　このように，信用金庫は現在に至るまで，協同組織金
融機関としての形を変え，その存在意義について議論が
なされてきた．しかし，歴史的経緯のみを根拠として，
積極的融資が実現できるとは考えられない．
　一方，信用金庫は「信用金庫法」および信用金庫の定
款によって，定義や条件が定められている．信用金庫法
1 条， 2 条において，信用金庫は「国民大衆のために金
融の円滑を図り，その貯蓄の増強に資するため，協同組
織による信用金庫の精度を確立し，金融業務の公共性に
かんがみ，その監督の適正を期するとともに信用の維持
と預金者等の保護に資することを目的」とする法人であ
るとする．また，信用金庫は会員制の組織である．信用
金庫法10条 1 項では，会員となれるのは当該信用金庫の
地区内に住所又は居所を有する者，事業所を有する者，
勤労に従事する者などであり13），個人経営者については，
常時使用従業員300人以上，法人については，常時使用従
業員300人以上，かつ，資本金又は出資総額が 9 億円以上
の事業者は除外されるとしている．このような会員制を
とることで，信用金庫は，与信判断においてリスクが高
いと判断され，銀行から融資を受けられずにいた地域中
小企業の経営をサポートする金融機関としての役割を担
っている14）.
　「信用金庫法」の条文からは，信用金庫の特徴として，
会員や活動の地域が限定され，かつ，中小企業専門性を
有すること，会員同士が信用金庫を介して助け合うとい
う相互扶助性を有することがうかがえる．信用金庫の事
業目的は，あくまでも「国民大衆のために金融の円滑を
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図る」ことであり，「信用金庫法」は，信用金庫の地域に
密着した活動をもって，「地域社会繁栄への奉仕」・「豊か
な国民生活の実現」・「中小企業の健全な発展」という信
用金庫の 3 つのビジョンを社会的な役割として果たすよ
う15），様々な定めや規制を行うものであり，地域中小企
業への融資を消極化する要因は見当たらない．
Ⅳ 「金融検査マニュアル」
1 ．経 緯
　2001年より，金融機関において「預金等受入金融機関
に関する検査マニュアル」（以下，「金融検査マニュアル」
という．）に基づく検査が導入された16），17）．「金融検査マ
ニュアル」は，自己責任原則に基づく金融機関経営の補
強を目的とし，金融機関の内部管理および会計監査人等
による外部監査の適正検証のため，マニュアルに基づい
た検査を行うものであり，リスク管理に重点が置かれる．
検査は，金融庁の立入検査の前に，被検査金融機関によ
り提出された事前資料の分析や，前回検査内容などをも
とにした事前調査が行われ，その後の立入検査の際に，
検査官が「金融検査マニュアル」を使用してチェックを
行うという手順をとる．このような検査は，当初は銀行
のみが対象とされていたが，その後，信用金庫や信用協
同組合なども「預金等受入金融機関」の対象とされ，検
査対象が拡大された18）．
　「金融検査マニュアル」導入当時，融資判断（当該企業
の与信判断等．）については，銀行においても信用金庫に
おいても，同じマニュアルに基づいた審査がなされたた
め，マニュアルに従って要注意先・要管理先と分類され
ると，双方において融資は困難と判断された可能性が大
きい．つまり，銀行が高リスク企業と判断した中小企業
については，信用金庫においても，「貸したくても貸せな
い」という事態が生じやすくなったと考えられる．また，
当時の検査では，金融機関に対する自己資本比率が最重
要視されたため，預貸率を低下させる後押しをしたと指
摘される19）．銀行においては，格付けを上げるためには
自己資本比率が最重要事項であり，貸出債権を優良化す
るために，融資の受けにくい中小企業については貸し渋
り・貸しはがしが顕著となったとの見方もある20）．信用
金庫においても同様の影響が考えられ，協同組織金融機
関としての本来の役割が果たすことが困難な状況であっ
たといえる．
　その後，「金融検査マニュアル」は，中小企業の経営に
悪影響があると批判され，2002年 6 月には，中小企業独
自の経営実態を踏まえた融資判断を行うための「金融検
査マニュアル別冊［中小企業融資編］」（以下，「金融検査
マニュアル別冊」という．）が策定された21）．ここでは，
融資の信用リスク検査において，中小・零細企業などの
債権者区分に該当する者に対しては，「企業の財務状況だ
けでなく，技術力，販売力や成長性，代表者等の状況等
を総合的に勘案し，その企業の経営実態を踏まえて判断」
することが明記された．「金融検査マニュアル別冊」は
2004年に改訂され，金融機関が中小企業との密度の高い
コミュニケーションを図り，借り手の経営実態を適切に
把握することや，債務超過などの計数面だけでの判断で
なく，キャッシュフローを重視した検証を行うなどの内
容が追加されている．
　さらに，2007年には「金融検査マニュアル」の全面改
訂が行われた22）．改訂に至った社会的背景には，新 BIS
規制（バーゼルⅡ）の外，三菱東京UFJ銀行において，
不適切な取引が長年に渡り継続して行われ，経営管理態
勢・内部管理態勢・法令遵守態勢が機能しておらず行政
処分を受けた事件などを受け，国際的・社会的信頼回復
が求められたことがある．そのため，金融機関の経営管
理（ガバナンス）態勢およびリスク管理についてのチェ
ックリストなどが独立した項目として新設され，「リスク
管理編」に「顧客保護等の管理態勢」のチェックリスト
が設けられるなど，改訂前よりも顧客の保護・安全性に
重点を置いたものとなった．
　2009年11月には，2008年のリーマン・ショック以降の
経済悪化の影響による中小企業の資金繰りに対する金融
対策として，「中小企業者等に対する金融の円滑化を図る
ための臨時措置に関する法律」（以下，「中小企業金融円
滑化法」という．）が，2011年 3 月までの時限付きで成立
した．「中小企業金融円滑化法」は，（1）金融機関の努力
義務（例えば，貸付条件の変更等を行うなど．），（2）金
融機関自らの取り組み（例えば，金融機関の責務遂行の
ための体制整備など．），（3）行政上の対応（例えば，金
融機関は実施状況について金融庁への報告を要し，虚偽
報告には罰則が付与されるなど．），（4）さらなる支援措
置（例えば，信用保証制度の充実など．）の 4 つの柱から
成っており，これらの金融機関の貸し渋り・貸しはがし
への対策と合わせた検査・監督上の措置として，「金融検
査マニュアル」・監督指針を改訂し，中小企業融資や経営
改善支援の取り組みについて重点的な検査・監督を行う
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ことが示された23）．また，「中小企業金融円滑化法」の施
行に伴い，「金融検査マニュアル」には「金融円滑化編」
が新設され，他の検査項目（「経営管理（ガバナンス）」・
「リスク管理等編」）についても，金融円滑化の観点から
改訂が行われている24）．「中小企業金融円滑化法」は，二
度の期限の延長の末，2013年 3 月に期限を迎えたが，「金
融機関が引き続き円滑な資金提供や貸付条件の変更等に
努めるべきということは，今後も何ら変わ」らないこと
が，金融庁ホームページに記載されている25）．
2 ．現行「金融検査マニュアル」の記載内容
　「金融検査マニュアル」は，あくまでも「検査官が，金
融機関を検査する際に用いる手引書として位置付けられ
るものであり，各金融機関においては，自己責任原則に
基づき，経営陣のリーダーシップの下，創意・工夫を十
分に生かし，それぞれの規模・特性に投じた方針，内部
規定等を策定し，金融機関の業務の健全性と適切性の確
保を図ること」を期待することが記載されている26）．マ
ニュアルの適用にあたっては，「金融機関の規模や特性を
十分に踏まえ，機械的・画一的な運用に陥らないよう配
慮」し，「検査官は，当該金融機関の規模・特性を踏ま
え，必要な機能を十分に発揮することができ，かつ，相
互牽制が機能する組織体制が整備されているかを検証す
るもの」とする27）．
　マニュアルに基づく検査にあたっては，「チェック項目
の水準の達成が金融機関に直ちに義務付けられるもので
はな」く，「金融機関が経営判断で決すべき個別の与信判
断の是非には介入しないよう留意」し，「金融機関の業務
の健全性及び適切性の観点から，金融機関の行っている
対応が合理的なものであり，さらに，チェック項目に記
述されているものと同様の効果がある，あるいは金融機
関の規模や特性に応じた十分なものである，と認められ
るのであれば，不適切とするものではない」としてい
る28）．「金融検査マニュアル」に記された管理手法は絶対
的なルールというものではなく，他の手段を用いて管理
水準を達することができれば許されるものであり，「評定
制度研究会報告書」（2005年 5 月）においても，「金融検
査は，金融機関の規模や特性，特にリスク・リターン特
性に応じたリスク管理のあり方を評価するものであり，
機械的・画一的な判断に陥ってはならない」と明記され
ている29），30）．
　与信審査・与信管理については，「担保や個人保証に過
度に依存した対応を行っていないか」，「保証人（個人事
業主たる主債務者を含む．）に保証債務（当該主債務者の
債務を含む．）の履行を求める場合には，……保証人の生
活実態を十分に踏まえて判断される各保証人の履行能力
に応じた合理的な負担方法とするなど，きめ細やかな対
応を行う体制を整備しているか」，「金融検査を理由に，
新規融資の謝絶や資金回収を行うなどの不適切な取扱を
行っていないか」などが検証されるとする31）．
　金融機関における自己資本比率については，「自己資本
比率に加え，当該金融機関の直面するリスクに見合った
十分な自己資本を確保することは，金融機関の業務の健
全性及び適切性の観点から重要であり，経営陣には，こ
れらの態勢の整備・確率を自ら率先して行う役割と責任
がある」とした上で，「金融機関が採用すべき自己資本充
実度の評価方法の種類や水準は，金融機関の経営方針，
業務の多様性及び直面するリスクの複雑さによって決め
られるべきものであり，複雑又は高度な自己資本充実度
の評価方法が，全ての金融機関にとって適切な方法であ
るとは限らない」とされている32）．
　なお，「金融検査マニュアル」の機械的・画一的な適用
を防止することを目的として，適正な検査を確保するた
めの制度が用意されている．ひとつは，立入検査中また
は検査後に，金融庁検査局幹部または財務局幹部が，被
検査金融機関の経営陣から意見を直接聴取する「検査モ
ニター制度」があり，もうひとつは，通常は検査官と被
検査金融機関が，事実関係などについて十分に議論を尽
くした上で，双方に意見の相違がないか確認し検査終了
の手続きがとられるが，意見に相違があった場合には，
被検査金融機関が当該項目について意見を申し出ること
ができる「意見申出制度」がある．
3 ．検 討
　金融庁による中堅・中小企業を対象とする融資先への
企業ヒアリング（2015年12月報告）では， 2 年前と比べ
て金融機関の担保・保証に依存しない融資への取組み姿
勢に変化が見られるかという質問に対し，「変化していな
い」が49.4％，「改善している」・「どちらかと言えば改善
している」が47.7％という結果となっている33）．この結
果からは，中小企業への融資に対して，金融機関におい
て慎重な姿勢が未だとられていることがうかがえる．こ
うした状況について，「金融検査マニュアル」による「ル
ールベースに偏り過ぎた検査のあり方など，行政側にも
550
原因がある」との意見や34），「金融検査マニュアル」に書
かれていることが意思決定プロセスに影響を与えている
という意見もある35）．
　しかし，「金融検査マニュアル」の記述や制度からは，
金融機関から中小企業への融資を阻害するような趣旨を
読み取ることはできない．むしろ，「金融検査マニュア
ル」の発出された目的は，金融検査が行政処分の前提と
なる情報収集活動として行う行政調査の一つと考えるべ
きではないか36）．この観点からすれば，「金融検査マニュ
アル」は，金融検査の際，検査官が「業務の健全性・適
切性」を判断する基準をあらかじめ示すことで，行政調
査の透明性を高め，その健全な運用を期する役割を担っ
ており，多様な着眼点（チェック項目）を示すことで，
検察官による調査不足を回避し，目線の統一を図ること
が可能となるものであり，「金融検査マニュアル」は，あ
くまでも検査の質を向上させるためのツールとして使用
されるにすぎない37）．「金融検査マニュアル」の改訂経緯
からみても，中小企業が金融機関から資金調達を受けや
すくするための規制緩和がなされており，促進するよう
働きかけているものと思われる38）．
Ⅴ 経営体質・人事評価
　職員の意識やモチベーションに注目し，金融機関職員
に対するアンケート結果から，地域金融機関の取り組み
が十分に進まない要因を導こうとする研究がある（以下，
「家森 =米田報告」という．）39）．金融庁が「地域経済・産
業の成長や新陳代謝を支える積極的な金融仲介機能の発
揮」を重要な監督上の課題としているのは，地域中小企
業への支援を通して地方創生に貢献する地域金融機関の
取り組みが不十分である，との問題意識からとする40）．
以下では，この「家森 =米田報告」の要点を取り上げる．
　第一に，地域密着型の金融機関職員は，「コンサルティ
ング能力の向上」や「地域経済に対する関心の深まり」
などが不十分であることを自己認識している41）．信用金
庫・信用組合では，「過去 5 年間の金融機関の変化」につ
いて，「地域経済に対する関心の深まり」・「地域社会にお
ける役割の重要性の上昇」の項目に「該当する」との回
答が20％以下に留まっている一方で，「職員の経営改善支
援への取り組み姿勢の強化」の項目に「該当する」との
回答は，銀行職員の回答率を上回る40％となっている．
この結果からは，中小企業への経営改善支援への取り組
みを強化する必要性を強く意識しているけれども，コン
サルティング能力や地域経済への関心が追いついていな
い状況がうかがえる．
　第二に，「自らの金融機関の重要な課題」として，信用
金庫・信用組合では，取引先の事業内容や業界，取引先
の技術力・開発力・知的財産に関する知識について不十
分とする項目，および，経営支援実行のための担当者育
成・教育について不十分とする項目に「該当する」との
回答が半数近くを占めている．他方で，「経営方針と人事
評価の間で整合性に欠ける」とする回答が30％を占め
る42）．この結果からは，信用金庫が既存の中小企業など
の顧客に対して経営支援を行いたいとしても，知識不足
により正しい判断が困難であることが考えられる．その
要因として，担当者の教育不足や人事評価のあり方が問
題として存在することを示唆する．
　第三に，自らの金融機関の「強み」について，信用金
庫・信用組合は「金融機関のブランド」や「融資可能額
の多さ」などの項目で銀行に比べて自己評価が低いもの
の，「親身な姿勢」，「最後まで支援する姿勢」，「地域密着
の姿勢」の項目は，最も高い選択率を得ている43）．この
結果からは，信用金庫・信用組合が，他の金融機関に比
べて積極的に地域中小企業経営者に寄り添うものであり，
最も身近な金融機関であろうとしていることが推測され
る．つまり，信用金庫・信用組合は，地域の中小企業経
営者から，地域の状況をより理解し，経営者の相談によ
り耳を傾けてくれることを期待されている金融機関と自
己規定しているものといえる．
　第四に，地域金融機関の「人事評価態勢」に注目をす
る．アンケートによると，金融機関の人事評価において
最も重要視されるものは「新規貸出先の獲得」であり，
これは都市銀行，地方銀行，信用金庫・信用組合いずれ
にも共通している．一方で，「既存企業に対する経営支援
への取り組み」についての評価は，信用金庫・信用組合
では低い数値となっている44）．また，「企業再生や経営支
援の分野での指導や評価」について，信用金庫・信用組
合では「適切に指導してくれないし，正当に評価もして
いない」との回答が40％以上を占めており，都市銀行や
地方銀行に比べて高い数値を示している45）．この結果か
らは，信用金庫・信用組合の職員が，人事評価において
「新規貸出先の獲得」を意識することが避けられず，金融
機関の経営に際しても，「新規貸出先の獲得」を既存の顧
客の経営支援よりも優先していることがうかがえる．人
事評価については，減点主義的な性質が強く残ってお
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り46），一般的に時間がかかり，かつ，リスクも大きな企
業再生に対しては，金融機関の職員は積極的な姿勢をと
れない可能性があることにも注目せざるを得ない．
　以上の状況を鑑みると，金融機関の内部的な問題が，
地域中小企業の経営を支える協同組織金融機関としての
機能を発揮することに対して，消極的影響を与えている
ことも十分に考えられる．
Ⅵ お わ り に
　以上，（1）「信用金庫法」および（2）「金融検査マニュ
アル」には，その記述や制度の趣旨から，信用金庫の地
域中小企業への積極的な融資を阻む要因となるものがみ
られなかった．一方，（3）地域金融機関としての経営体
質や人事評価方法には，地域中小企業の経営支援に対す
る金融機関の役割を委縮させる要素が看て取られ，企業
再生などリスクの大きな融資については，特に（3）が積
極性を阻害する要因の一つとして有力であることが分か
った．協同組織金融機関において，リスクを取る活動が
躊躇されるのであれば，それは「日本企業がリスクを取
らない」と指摘されることと共通点を有する47）．このよ
うな観点からすると，協同組織金融機関であっても，一
般の事業会社に対するものと同様の研究姿勢で臨むこと
も可能と思われる48）．
　信用金庫の一番の強みは，時間や手間，コストをかけ
て構築してきた「地元密着型の顧客チャネル」であ
る49），50）．地域経済の担い手の中に，「難しい話は分から
ない」，「ビジネスをどう進めてよいか迷っている」とい
う個人経営者がいるときこそ，地縁や人縁が強みの信用
金庫の出番である．経営者に近い距離でのアドバイスや
ビジネス・マッチングなどの機会提供に留まらず，「経営
者の教育」という視点から，より密着したコミュニケー
ションによるリスク管理を行う事ができるのだと考え
る51）．信用金庫が銀行（特に地域銀行）と競合する状況
下では，このような強みをより一層活かすことで，信用
金庫としてのオリジナリティを強調し，銀行との差別化
を図る必要がある．
　本稿では不十分であったが52），今後も「復興」に役立
てる法律学を実践していきたい．
1） 日本銀行金融機構局「人口減少に立ち向かう地域
金融―地域金融機関の経営環境と課題―」（『金融シ
ステムレポート別冊シリーズ』，2015年 5 月） 1 頁，
5 頁，12頁．
2） 金融制度調査会金融制度第一委員会中間報告「協
同組織形態の金融機関のあり方について」（1989年）
参照．
3） 信用金庫は「非営利」組織であるとされるが，出
資の総額に達するまで，毎事業年度の余剰金の10/100
に相当する金額以上の金額を準備金として積み立て，
その準備金は，損失填補に充てる場合以外には取り
崩してはならないとする（信用金庫法56条）．また，
定款の定めにより，会員に対して出資額に応じた剰
余金の配当をしなければならないとされ，その配当
率は出資額に対して年 1 割以下とする（信用金庫法
57条）．
  ここで注目すべきは，「出資額に応じて」配当を受
けることが可能である点である．このような点は，
「営利法人」である株式会社が株主に対して行う，利
益配当と同じ行為のように思われる．同じく「非営
利」法人である医療法人では，社団医療法人の社員
の権利・義務について，①出資義務なし，②剰余金
分配請求権なし，③残余財産分配権なし，④法人財
産に対する持分なしとする点で，営利法人との区別
を明確化した．しかし，同様の「非営利」概念が，信
用金庫に当てはまるわけではなさそうである．信用
金庫における「非営利性」については，別途検討を
要する．なお，協同組織の員外規制・配当制限・相
互扶助性があることから「非営利性」があるとする
意見もある（村本孜『信用金庫論―制度論としての
整理』，2015年，きんざい）27頁）．
 　他方で，信用金庫の「非営利性」を直接言及する
ものではないが，信用協同組合の商人性について示
した最高裁平成18年 6 月23日判決（集民220号565頁）
がある．本判決では，「信用協同組合は，今日，その
事業の範囲はかなり拡張されてきているとはいえ，な
お組合員の事業・家計の助成を図ることを目的とす
る協同組織」であり，「その業務は営利を目的とする
ものではないというべきであるから，商法上の商人
には当たらないと解するのが相当」であると判示し
ている（裁判所ホームページ（平成17年（受）1192
号），「全文」 2 頁参照）．
4） 中小企業基本法 2 条は，中小企業者を以下の通り
定める．（1）製造業や建設業などは，資本金 3 億円
以下並びに常時使用する従業員300人以下の会社およ
び個人，（2）卸売業では，資本金 1 億円以下並びに
常時使用する従業員100人以下の会社および個人，
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（3）サービス業では，資本金5,000万円以下並びに従
業員100人以下の会社および個人，（4）小売業では，
資本金5,000万円以下並びに従業員50人以下の会社お
よび個人とする．
 　協同組織金融機関における組合員資格の範囲につ
いては，原則として中小企業基本法に準拠している．
ただし，中小企業庁の「中小企業の企業数・事業所
数」の統計（後掲注 6 ）参照）などには，中小企業
基本法以外の中小企業関連法令の中小企業も含まれ
る．
 　「金融検査マニュアル別冊［中小企業融資編］」（後
注21）参照）では，対象となる「中小・零細企業等」
の定義がされていない．その理由については，平成
16年 2 月に発出された「金融検査マニュアル別冊［中
小企業融資編］等の改訂について」（別紙 1 ）「パブ
リック・コメントの概要及びそれに対する考え方」
（ 4 頁）において，「仮に，一定の定義を設けた場合，
それによって却って画一的な取扱になりかねないこ
とから，定義を設けていない」と回答されている．
 　信用金庫による融資判断については，「金融検査マ
ニュアル別冊［中小企業融資編］」による影響が大き
いと考えられることから（Ⅳ章参照），本稿では中小
企業の定義は統一しないこととする．
5） 協同組織金融機関のあり方に関する審議会報告等
について，村本　前掲注 3 ）23-26頁，滝川好夫『信
用金庫のアイデンティティと役割』，千倉書房，2014
年，54頁以下，谷地宣亮「信用金庫・信用組合の存
在意義に関する一考察―金融制度調査会および金融
審議会の報告書を中心に―」（『日本福祉大学経済論
集』第40号，2010年 3 月），以下の本文はこれらの文
献に依拠した．
6） 中小企業は，日本の企業の99.7％を占める（2014年
7 月時点．中小企業庁ホームページ「中小企業の企
業数・事業所数」統計表「都道府県・大都市別企業
数，常用雇用者数，従業者数（民営，非一次産業，
2014年）参照）．ここでは，中小企業基本法以外の中
小企業関連法令において中小企業・小規模企業とし
て扱われる企業も反映されている．
7） 近年，積極的な新規融資が金融庁の監督基本方針，
検査基本方針とされ（2013年 4 月），銀行が新規融資
先開拓に力を入れており，信用金庫は積極的な新規
融資を伸ばせないという状況に苦悩している（『週刊
金融財政事情』3039号，2013年 9 月， 7 頁）．
8） ①小規模の事業者又は消費者の相互扶助を目的と
すること，②任意に設立されたものであり，組合員
が任意に加入・脱退することができること，③各組
合員が平等の議決権を持つこと，④組合員に対して
利益分配を行う場合は，その限度が法令又は定款に
定められていること，という以上①～④が協同組合
4 原則（協同組合の理念の要件）とされる．また，こ
れらを満たす場合には，「私的独占の禁止及び公正取
引の確保に関する法律」第22条の適用除外となる（信
用金庫法 7 条）．
9） 生澤博「信用金庫制度の変遷と協同組織性」（安田
原三・相川直之・笹原昭五編著『いまなぜ信金・信
組か―協同組織金融機関の存在意義―』，日本経済評
論社，2007年）178頁．
10） 「信用金庫法」制定までの経緯については，全国信
用金庫協会ホームページ http://www.shinkin.org/shi 
nkin/ayumi/index.html参照．
11） 信用金庫法53条．
12） 生澤　前掲注 9 ）180頁．
13） 藤野は，特定の地域，特定の業務に限定されるこ
とで，「規模の経済」を必ずしも発揮できない可能性
を指摘する（藤野次雄「協同組織金融機関の意義と
課題―信用金庫の金融機関としての機能発揮策―」
（『信金中金月報』 1 巻14号，2002年12月） 2 頁）．
 　また，協同組織金融機関の「地区」を定めること
は，組織に内在した要請に基づくものであり，行政
監督・金融監督の面から「地区」を定める必要はな
いことを指摘する意見（神吉正三「協同組織金融機
関の「地区」に関する考察」（『RIETI Policy Discussion 
Paper Series』NO.06-P-001，2006年 6 月）33頁以下）
や，地区規制や企業規模の制限が，組合員たる資格
を持たない中小企業には貸出が行えないという実体
的な制約になっていることに着目する意見（家森信
善「信用組合の協同組合性と金融機関性について」
（『Discussion Paper Series』NO.DP2014-J09，2014年
8 月）13頁以下）がある．
14） 信用金庫法10条・11条・12条や，58条-64条に見る
ことができる．
15） 信用金庫の「 3 つのビジョン」については，全国
信用金庫協会ホームページ http://www.shinkin.org/
shinkin/vision/index.html参照．
16） 「金融検査マニュアル」は，1999年 7 月制定時，バ
ブル崩壊時に不良債権が増大し，金融機関の経営が
悪化したという社会的背景がある．
 　「金融検査マニュアル」および「金融検査」につい
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て，多くを野村修也「金融検査マニュアルの法的性
質」（江頭憲治郎・増井良啓編『融ける境　超える法
3 　市場と組織』，2005年，東京大学出版会）205頁
以下）に拠った．
17） 「金融検査マニュアル」の基本的考え方は，（1）従
来の当局指導型から自己管理型へ，（2）資産査定中
心からリスク管理を重視する検査への転換が図られ
た（永井康「銀行に対する厳格監査の及ぼす影響」
（『総合政策論叢』第26号，2013年 8 月）58頁）．「預
金等受入金融機関に係る検査マニュアル（金融検査
マニュアル）」は，金融庁ホームペ―ジ http://www.
fsa.go.jp/manual/manualj/yokin.html参照．
18） 株式会社と協同組織金融機関は，「営利」・「非営
利」という理念の違いはあれども，株主・会員から
出資を受け，剰余金を株主・会員へ配当できる点で
共通点を有しており，また，企業への融資判断は同
様の検査マニュアルが用いられることで，自己資本
やリスク等を総合考慮して判断することが必要とさ
れる．
19） 相川は，このような経緯から，銀行が貸出をしな
い先でも協同組織金融機関は何とか対応してくれる
という信頼を失い，銀行との差別化をはかることが
困難になったとする．また，自己資本比率最優先政
策の下，自己資本が不足するものと認定された場合
には，合併が促され，場合によっては破綻に追い込
まれる事態となるため，信用金庫は自己資本を確保
し，預貸率の低下となって現れたことを指摘する（相
川直之「協同組織金融機関のこれからの役割」（安田
原三・相川直之・笹原昭五編著『いまなぜ信金・信
組か』，日本経済評論社，2007年）57頁）．
20） 安楽城大作「日本経済における中小企業の役割と
中小企業政策」（『香川大学経済政策研究』第 4 号，
2008年 3 月）54頁．
21） http://www.fsa.go.jp/manual/manualj/manual_yok 
in/bessatu/kensa01.html　金融庁ホームページ参照．
22） 「バーゼルⅡ」は，金融機関の健全性確保のため，
自己資本比率規制だけでなく，金融機関が内部リス
ク管理を行い監督当局の検証を受けることや，リス
ク管理状況などの情報公開により市場からの評価を
受けることに重点を置いている（永井　前掲注17）
55-57頁参照）．
23） 三井哲「金融円滑化法と失効後の政策課題」（『名
古屋学院大学論集社会科学篇』第50巻第 3 号，2014
年 1 月）29-36頁に詳しい．
 　概要は，金融庁ホームページ http://www.fsa.go.jp/
common/diet/173/index.html参照．
24） 三井　前掲注23）33頁．
25） 金融庁ホームページ http://www.fsa.go.jp/policy/
chusho/enkatu.html参照．
26） 「金融検査マニュアル」の解釈および運用は，「金
融検査に関する基本指針（金検第369号）」（平成17年
7 月 1 日策定）に基づき行われる．
27） 「金融検査マニュアル（預金等受入れ金融機関に係
る検査マニュアル）」 2 頁（【はじめに】（3））．
28） 前掲注27） 4 頁（【本マニュアルにより検査を行う
に際しての留意事項】（3））．
29） 「評定制度研究会報告書」 5 頁（「 3 ．評定制度の
あり方」）．金融庁ホームページ http://www.fsa.go.jp/
news/newsj/16/singi/f-20050527-5/05.pdf参照．
 　ここでは，「地域の中小企業に対する円滑な資金提
供に向けた地域金融機関の取り組みやこれらを通じ
た地域貢献等」についても，同様に理解されるべき
であり，「地域密着型金融機関（リレーションシップ
バンキング）」の本質が，「金融機関が長期的な取引
関係により得られた情報を活用し，対面交渉を含む
質の高いコミュニケーションを通じて融資先企業の
経営状況等を的確に把握し，これにより，中小企業
等への金融仲介機能を強化するとともに，金融機関
自身の収益向上を図ることにあ」ることから，「地域
金融機関による自主的な取り組みを含む多面的な評
価に基づき総合的に監督するのが基本」としている．
30） 野村　前掲注16）215頁．
31） 前掲注27）37頁以下（「金融円滑化編チェックリス
ト」Ⅲ．個別の問題点）．
32） 前掲注27）115頁（「自己資本管理態勢の確認検査
用チェックリスト」Ⅰ．経営陣による自己資本管理
態勢の整備・確率状況）．
33） 「企業ヒアリング中間報告」資料 7 頁参照．金融庁
ホームページ http://www.fsa.go.jp/singi/kinyuchukai 
/siryou/20151221/02.pdf参照．回答者の71％がメイ
ンバンクを地域金融機関としているが，アンケート
は「メインバンク」についての質問をしており，ア
ンケート結果が必ずしも信用金庫を指すものではな
い点に注意を要する．
34） 遠藤俊英「地域における金融仲介機能等について」
（『NewFinance』46号，2016年 2 月）10頁．
35） 宇佐美豊・梅沢拓・川西拓人「鼎談　転換期を迎
えた金融検査・監督の今後と金融機関の課題（上）～
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平成27事務年度金融行政方針・金融モニタリングレ
ポート・金融検査結果事例集を読み解く～」（『銀行
法務21』794号，2015年12月） 8 頁．
36） 野村　前掲注16）217頁．
37） 野村　前掲注16）218頁．
38） 「 1 ．経緯」で述べた改正の他にも，2011年 3 月に
は東北大震災の発生に伴い，「東北地方太平洋沖地震
による災害についての金融検査マニュアルの特例措
置及び運用の明確化について」が適用されている．
 　また，昨今，「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
（平成26年12月27日閣議決定）を受けて，「金融検査
マニュアル別冊［中小企業融資編］」に事例追加など
を行っている．
 金融庁ホームページ http://www.fsa.go.jp/news/26/
ginkou/20150120-1.htmlなどを参照．
39） 家森伸善 =米田耕士「金融機関職員の視点から見
た地域密着型金融の現状と課題―職員のモチベーシ
ョンと人事評価の側面を中心に―」（『國民經濟雜誌』
212巻 5 号，2015年11月）17頁以下．
40） 家森 =米田　前掲注39）18頁．
41） 家森 =米田　前掲注45）19-20頁（「表 1 　過去 5
年間の自らの金融機関の変化」参照）．
42） 家森 =米田　前掲注39）20頁（「表 2 　自らの金融
機関の重要な課題」参照）．
 　また，秋山は，金融円滑化法期限到来後，さらに
地域金融機関としての目利き力（中小企業の事業持
続可能性・再生可能性の見極め）が重要となってい
るが，「地域金融機関には事業者の再生可能性を見極
め，説明できるだけの力が足りていない」点を指摘
する（秋山祐介「中層企業再生支援の行方」（『銀行
法務21』782号，2015年 2 月）13頁）．
43） 家森 =米田　前掲注39）24頁（「表 7 　業態別の
「強み」の認識（「重要な強み」もしくは「ある程度
の強み」の選択率）」参照）．
44） 家森 =米田　前掲注39）25-26頁（「表 9 　人事評
価における重要度」参照）．
45） 家森 =米田　前掲注39）28-29頁（「表15　企業再
生や経営支援の分野での指導や評価」参照）．
46） 家森 =米田　前掲注39）27-28頁（「表13　人事評
価の基本的な性質」参照）．
47） 「平成20年度年次経済財政報告（経済財政政策担当
大臣報告）―リスクに立ち向かう日本経済―」（内閣
府，平成20年 7 月）105頁．
48） リスクを積極的にとる経営姿勢のために会社法に
何ができるかという観点が，「家森 =米田報告」（前
掲注39）に共通する．例えば，会社法の定める内部
統制システム構築義務（会社法362条 6 項）が，「金
融検査マニュアル」とどのような関係にあるかにつ
いて論ずることができる．
 　この点につき，「金融検査マニュアル」の発出され
た目的が行政調査の一つであるならば，検査官の行
う検査の健全な運用を担うものであることを考慮し
ても，過度な規範性を認めるべきではないとする見
解がある（野村　前掲注16）226頁）．金融行政は現
在，柔軟な姿勢を示しており，「金融検査マニュアル」
のリスク管理のための態勢整備について，会社法の
「内部統制システム構築義務」との関係で，マニュア
ルに規範性を持たせることで，金融機関の自律性や
中小企業などへの融資に悪影響をもたらすような解
釈を採る必要はないと考える．実際，2015年 9 月，
「平成27事務年度金融行政方針」が公表され（金融庁
ホームページ http://www.fsa.go.jp/news/27/201509 
18-1.html参照），今後の金融行政の目指す方向性が
示された．ここでは，金融機関に PDCAを求めるだ
けでなく，金融庁自身も PDCAを強く意識している
点，検査・監督の留意事項などが従来に比べても詳
細・明確に書かれていない点などに特徴が見られる．
従来よりもシンプルな記載とされているのは，金融
機関に対し，自身のあり方や態勢整備について自律
的に考えることを要求しているからである（宇佐美・
梅沢・川西　前掲注35） 9 頁）．金融行政は，「金融
検査マニュアル」や「金融検査」などを通じて，金
融機関とのプリンシプルの形成・共有を重要視する
姿勢をとっており（遠藤　前掲注34）15-16頁），そ
の上で，地域金融機関に対しては，金融機関および
金融システムの健全性を維持しつつ，担保や保証に
依存しない中小企業に対する融資を行うよう促すこ
とで，地域創生への貢献を目指しているとされる（遠
藤　前掲注34） 7 頁）．なお，「金融検査マニュアル」
の改訂は今のところ行われていないが，指摘される
「ルールベースに偏り過ぎた検査方法」を改めるなど，
「平成27事務年度金融行政方針」が今後の検査方針に
影響を与えることも考えられる．詳細については，今
後も検討を要する．
49） 小田真一朗「「兆円信金」はあえて‘弱者’の戦略
を　地域一番であり続けるために」（『月刊金融ジャ
ーナル』2011年 8 月号）18頁．
50） 金融庁による融資先企業へのヒアリングでは，中
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堅・中小企業がメインバンクを選択している理由の
第一位は「会社や事業に対する理解」であり，第二
位以下は「業況が厳しい時も安定して融資してくれ
るという融資スタンス」，「有益な情報提供，経営支
援やアドバイス」，「融資の金利」，「融資実行の意思
決定のスピード」，「頻繁に接触してきてくれる」と
なっている（金融庁「企業ヒアリング中間報告」（2015
年12月報告） 3 頁参照）．金融庁の遠藤監督局長は，
「融資の金利」は第四位となっており，「企業がより
低い金利を提供する金融機関を選択するので，金利
ダンピングの競争にならざるを得ない」との金融機
関からよく聞く説明を裏付ける結果にはなっていな
いことを指摘する（遠藤　前掲注34） 8 - 9 頁）．
51） 秋山は，「中小企業経営者に現状認識を改めさせ，
目指すべき方向性を明確にしなければ，たとえ素晴
らしい経営改善計画を策定しても「画に描いた餅」に
終わってしまう」と指摘する（秋山　前掲注42）13
頁）．
52） 例えば，2014年12月に「まち・ひと・しごと創生
総合戦略」が閣議決定されており（詳細は，まち・
ひと・しごと創生本部「本部会合第 8 回資料」参照），
金融行政への影響も考えられる．地域の中小企業の
付加価値や生産性向上に向け，金融機関等と国や地
方公共団体との協力が必要とされており，例えば，ク
ラウドファンディングなどを用いた小口投資や，地
域金融機関による企業の事業性評価による融資を積
極的に行えるような監督・検査の推進などが挙げら
れる（遠藤　前掲注34）20-21頁）．

